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第第22四半期決算の概要四半期決算の概要（（対前年同期）対前年同期）

（単位：百万円、倍）

連 結 単 体 連単倍率

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減率
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減率
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

売 上 高 98,131 96,679 △1.5% 95,000 93,821 △1.2% 1.03 1.03

営 業 利 益 7,928 6,774 △14.6% 7,688 6,644 △13.6% 1.03 1.02

経 常 利 益 6,974 5,858 △16.0% 6,807 5,935 △12.8% 1.02 0.99

2

連結・単体ともに減収減益（連単ともに５年ぶり）

四半期純利益 5,262 4,587 △12.8% 5,235 4,732 △9.6% 1.01 0.97

【 費用 】

 電気事業において、燃料費や固定資産除却費等の減少

 電気事業において、再エネ買取量の増加による他社購入電力料の増加

【 収益 】

 電気事業において、販売電力量の増加や再エネ賦課金の増加があったものの、燃料費調整制度の

影響による電灯電力料の減少

 電気事業において、再エネ買取額の増加による再エネ特措法交付金の増加

※ ※

※親会社株主に帰属する四半期純利益



（単位：百万kWh）

販売電力量の動向販売電力量の動向

販売電力量 （対前年同期比較）

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減 増減率

電 灯 1,526 1,562 +36 +2.3

電 力
※ 2,496 2,551 +55 +2.2

合 計 4,022 4,113 +91 +2.3

参 民生用需要 3,332 3,426 +94 +2.8

お客さま数の増加による需要増により前年同期を

上回った

<電灯>

業務用電力における新規お客さまによる需要増により

前年同期を上回った

<電力>
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※電力には、特定規模需要を含む。

・ 最大出力は、前年同期と比べ45,990kWの増加
吉の浦ﾏﾙﾁｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電所 （+35,000kW ）
石垣第二発電所6号機 （+18,000kW）
与那国風力発電設備1,2号機 （+1,200kW ）
波照間可倒式風力発電設備1,2号機 （+490kW）
波照間発電所10号機 （+300kW）
宮古発電所5,6,9号機 （△9,000kW）

（参考） 発電設備及び発受電実績 （単位：百万kWh、千kW ）

考 産業用需要 690 687 △3 △0.3
前年同期を上回った

H26/2Q H27/2Q

電力量 構成比 電力量 構成比 最大出力 構成比

自

社

石 炭 2,208 47.1% 2,010 42.5% 752 30.5%

石 油 625 13.3% 631 13.3% 865 35.1%

L N G 815 17.4% 948 20.1% 537 21.8%

計 3,648 77.8% 3,589 75.9% 2,154 87.4%

他社（石炭） 887 18.9% 930 19.7% 312 12.7%

そ の 他 154 3.3% 210 4.4% － －

合 計 4,689 100.0% 4,729 100.0% 2,466 100.0%

<発受電実績>
・ 発受電電力量は、前年同期と比べ 0.9%の増加
・ LNG火力の割合は20.1%
・ 他社分を含む石炭火力の割合は62.2%

<発電設備>



単体単体 ––収支増減要因収支増減要因

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減 増減率 主な増減要因

経

常

収

益

電 灯 料 40,253 39,189 △1,064 △2.6% 〔電灯電力料計〕
販売電力量の増 +1,957
燃料費調整制度の影響 △7,779
再エネ賦課金 +2,881

電 力 料 50,373 48,148 △2,225 △4.4%

小 計 90,627 87,337 △3,290 △3.6%
再エネ特措法交付金 3,555 5,528 +1,973 +55.5%

そ の 他 収 益 1,294 1,513 +218 +16.9% ガス供給事業収益 +187

（ 売 上 高 ） （95,000） （93,821） （△1,178） （△1.2%）
計 95,477 94,379 △1,097 △1.1%

人 件 費 8,117 8,389 +271 +3.3% 給料手当 +140 退職給与金 +121

（単位：百万円）
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経

常

費

用

人 件 費 8,117 8,389 +271 +3.3% 給料手当 +140 退職給与金 +121

燃 料 費 31,355 26,515 △4,839 △15.4% CIF価格差 △9,026 為替レート差 +4,457 燃料構成差 +1,163

修 繕 費 6,763 7,403 +639 +9.5% 汽力 +404 配電 +294

減 価 償 却 費 13,538 13,013 △525 △3.9% 汽力 △657 内燃力 +353

他社購入電力料 12,709 14,900 +2,190 +17.2% 太陽光 +2,199 火力 +54

支 払 利 息 1,316 1,213 △103 △7.8% 平均利率差 △63 平均残高差 △40

公 租 公 課 3,674 3,574 △100 △2.7% 事業税 △102 固定資産税 △34 電源開発促進税 +34

再エネ特措法納付金 2,504 5,386 +2,881 +115.1%

そ の 他 費 用 8,688 8,047 △640 △7.4% 固定資産除却費△1,278 ガス供給事業費用 +269 消耗品費 +261 委託費 +251

（ 営 業 費 用 ） （87,311） （87,177） （△134） （△0.2%）

計 88,670 88,444 △225 △0.3%

（ 営 業 利 益 ） （7,688） （6,644） （△1,043） （△13.6%）
経 常 利 益 6,807 5,935 △872 △12.8%
税 引 前 四 半 期 純 利 益 6,807 5,935 △872 △12.8%
法 人 税 等 1,572 1,202 △369 △23.5%
四 半 期 純 利 益 5,235 4,732 △503 △9.6%



単体単体 ––諸元の推移・変動影響額諸元の推移・変動影響額

主要諸元

H26/2QH26/2Q
（実績）（実績）

H27/2QH27/2Q
（実績）（実績）

原油CIF価格 $/bbl 109.5 58.958.9

石炭CIF価格 $/t 83.7 70.370.3

為替レート 円/$ 103.0 121.9121.9
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変動影響額

H26/2QH26/2Q
（実績）（実績）

H27/2QH27/2Q
（実績）（実績）

原油CIF価格 ※1, 2 1$/bbl 1.9 2.42.4

石炭CIF価格 ※1 1$/t 1.0 1.11.1

為替レート ※1 1円/$ 2.9 1.81.8

需要 1% 3.3 3.23.2

金利 1% 0.2 0.10.1

（単位：億円）

※1 為替、CIF（石油・石炭）の変動影響額は自社分のみ

※2 LNGへの影響分を含む



連結連結 ––収支増減要因収支増減要因

（単位：百万円）

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減 増減率

売 上 高 98,131 96,679 △1,452 △1.5%

営 業 利 益 7,928 6,774 △1,153 △14.6%

経 常 利 益 6,974 5,858 △1,115 △16.0%

■ 売上高は、96,679百万円（1,452百万円の減少）
・ 電気事業における売上高の減

・ 連結子会社における外部向け売上高の減

■ 営業利益は、6,774百万円（1,153百万円の減少）

（減少要因）

・ 売上高の減

・ 電気事業における他社購入電力料の増

（増加要因）
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四半期純利益※ 5,262 4,587 △675 △12.8%

■ 「その他」においては、電気事業向け工事の受注増などか

ら売上高が増加

（増加要因）

・ 電気事業における燃料費の減

・ 電気事業における固定資産除却費の減

■ 経常利益は、5,858百万円（1,115百万円の減少）

■ 四半期純利益※は、4,587百万円（675百万円の減少）

電気事業 その他

売 上 高 93,821 17,284

（ 対前年同期増減 ） （△1,178） （829）

う ち 外 部 向 け 93,570 3,109
（ 対前年同期増減 ） （△1,362） （△89）

営 業 利 益 6,644 △29
（ 対前年同期増減 ） （△1,043） （△27）

（単位：百万円）セグメント別実績（相殺消去前）

※親会社株主に帰属する四半期純利益



（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増減

沖縄電力㈱ 95,000 93,821 △1,178 7,688 6,644 △1,043 6,807 5,935 △872 5,235 4,732 △503

㈱沖電工 6,679 6,773 +93 △103 △47 +55 △57 △1 +56 △37 △0 +36

沖電企業㈱ 2,148 2,011 △137 0 △35 △35 24 △13 △37 17 △33 △51

沖縄プラント工業㈱ 3,584 3,948 +363 △139 △124 +15 △131 △112 +18 △77 △49 +27

会社別会社別収支一覧収支一覧
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そ
の
他

沖縄電機工業㈱ 658 637 △20 51 83 +32 58 97 +39 38 63 +24

沖電開発㈱ 1,182 1,599 +416 119 157 +38 109 152 +42 67 98 +31

沖電グローバルシステムズ㈱ 675 679 +4 △52 △41 +10 △48 △37 +11 △32 △21 +10

㈱沖縄エネテック 379 364 △15 12 11 △0 14 15 +0 9 9 +0

沖縄新エネ開発㈱ 246 201 △44 △34 △117 △83 △43 △125 △81 △43 △78 △34

㈱沖設備 447 306 △141 △9 △45 △35 △9 △45 △35 △11 △29 △18

ファーストライディングテクノロジー㈱ 662 653 △8 140 143 +2 136 139 +3 87 91 +3

㈱プログレッシブエナジー 274 480 +205 25 △9 △35 19 △8 △28 12 △3 △15

消去又は全社（持分法投資損益を含む） △13,807 △14,797 △990 229 155 △74 96 △135 △232 △4 △191 △186

連結 98,131 96,679 △1,452 7,928 6,774 △1,153 6,974 5,858 △1,115 5,262※ 4,587※ △675※

※親会社株主に帰属する四半期純利益



貸借対照表比較貸借対照表比較
（単位：百万円）

H26期末 H27/2Q 増 減 主な増減要因

資 産
連 結 421,824 415,131 △6,692

連結〔設備投資額 +7,549、減価償却費 △13,189
固定資産除却損 △229〕

受取手形及び売掛金 +4,262
たな卸資産△2,137

単 体 400,934 392,638 △8,295

固 定 資 産
連 結 378,007 369,636 △8,370

単 体 371,133 361,636 △9,496

流 動 資 産
連 結 43,817 45,495 +1,678

単 体 29,801 31,002 +1,201

連 結 273,851 263,240 △10,611
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H26期末 H27/2Q 増 減

有利子負債残高 （百万円）
連結 200,882 194,926 △5,956
単体 199,767 193,642 △6,124

自 己 資 本 比 率 （ % ）
連結 34.9 36.4 +1.5
単体 33.4 35.1 +1.7

負 債
連 結 273,851 263,240 △10,611

長期借入金〔調達 －、償還△8,410］
短期借入金 +454
CP +2,000

支払手形及び買掛金 △1,782

単 体 267,082 254,654 △12,427

固 定 負 債
連 結 212,712 194,899 △17,813

単 体 207,566 189,377 △18,189

流 動 負 債
連 結 61,139 68,341 +7,201

単 体 59,516 65,277 +5,761

純 資 産
連 結 147,973 151,891 +3,918 四半期純利益 4,587

配当△524単 体 133,851 137,984 +4,132

有利子負債残高および自己資本比率の推移 ※親会社株主に帰属する四半期純利益

※



設備投資額・設備投資額・CFCF・有利子負債の動向・有利子負債の動向
（単位：百万円）

連 結 単 体

H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増 減
H26/2Q
（実績）

H27/2Q
（実績）

増 減

設備投資額 9,894 7,549 △2,345 10,320 6,516 △3,803

C
F

営業活動 12,506 13,488 +982 13,845 14,244 399

投資活動 △10,118 △7,788 +2,329 △11,534 △9,007 +2,527

（FCF） (2,388) (5,699) (+3,311) (2,310) (5,237) (+2,926)
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財務活動 △1,809 △7,493 △5,683 △1,771 △7,655 △5,883

有利子負債残高 202,578 194,926 △7,651 201,465 193,642 △7,822

 たな卸資産の増減に伴う支出の減少

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 +982百万円

 固定資産の取得による支出の減少

 投融資の回収による収入の増加

以上のとおり、フリー・キャッシュ・フローは、3,311百万円の増加

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 +2,329百万円



平成平成2727年度年度見通しの概要見通しの概要
（単位：百万円、倍）

連 結 単 体 連単倍率

H26
(実績)

見通し
増減

(対7月公表)
H26
(実績)

見通し
増減

(対7月公表)
H26
(実績)

H27
(見通し)H27

(7月公表)
H27
(今回)

H27
(7月公表)

H27
(今回)

売 上 高 185,001 185,500 184,400 △1,100 177,509 176,500 175,400 △1,100 1.04 1.05

営 業 利 益 9,479 7,400 7,400 － 7,525 5,800 5,800 － 1.26 1.28

経 常 利 益 7,638 5,400 5,400 － 5,720 4,000 4,000 － 1.34 1.35
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【 収益 】

 電気事業において、燃料費調整制度の影響による売上高の減

【 費用 】

 電気事業において、燃料費の減

 電気事業において、他社購入電力料などの増

［ 対 7月公表値 ］

当 期 純 利 益 4,943 3,900 3,9003,900 － 3,960 3,200 3,200 － 1.25 1.22

※親会社株主に帰属する当期純利益

※ ※※

連結・単体ともに減収減益（連結・単体ともに5年ぶり）



単体単体 ––収支見通し収支見通し 増減増減要因要因（対（対77月公表値）月公表値）

経

常

収

益

電 灯 電 力 料 164,100 163,000 △1,100 △0.7%

再エネ特措法交付金 9,600 9,700 +100 +1.0%

そ の 他 収 益 3,500 3,400 △100 △2.9%

（ 売 上 高 ） (176,500) (175,400) （△1,100) (△0.6%)

（単位：百万円）

（単位：百万kWh）

■ 収支比較表

■販売電力量

 売上高は、175,400百万円（△1,100百万円）
・ 燃料費調整制度の影響による電灯電力料の減

 営業利益は、5,800百万円（変更なし）

（利益増加要因）

・ 発電電力量の減少や燃料価格の下落等による燃料費の減

H27H27
（（77月公表）月公表）

H27H27
（今回）（今回）

増減増減 増減率増減率

電 灯 2,965 2,972 +7 +0.3%
電 力 4,695 4,705 +10 +0.2%
合 計 7,660 7,677 +17 +0.2%
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益（ 売 上 高 ） (176,500) (175,400) （△1,100) (△0.6%)

計 177,200 176,100 △1,100 △0.6%

経

常

費

用

人 件 費 16,600 16,700 +100 +0.6%

燃 料 費 50,300 47,400 △2,900 △5.8%

修 繕 費 16,300 16,500 +200 +1.2%

減 価 償 却 費 26,200 26,300 +100 +0.4%

他 社 購 入 電 力 料 24,800 25,600 +800 +3.2%

支 払 利 息 2,400 2,400 － －

公 租 公 課 6,900 6,900 － －

再エネ特措法納付金 10,300 10,400 +100 +1.0%

そ の 他 費 用 19,400 19,900 +500 +2.6%

（ 営 業 費 用 ） (170,700) (169,600) (△1,100) (△0.6%)

計 173,200 172,100 △1,100 △0.6%

（ 営 業 利 益 ） (5,800) (5,800) (－) (－)

経 常 利 益 4,000 4,000 － －

法 人 税 等 800 800 － －

当 期 純 利 益 3,200 3,200 － －

（利益減少要因）

・ 購入電力量増加による他社購入電力料の増

・ 修繕費やその他費用の増

 経常利益は、4,000百万円（変更なし）

 当期純利益は、3,200百万円（変更なし）



単体単体 ––収支見通し収支見通し 増減増減要因要因（対前年度）（対前年度）

経

常

収

益

電 灯 電 力 料 169,227 163,000 △6,227 △3.7%

再エネ特措法交付金 6,669 9,700 +3,030 +45.4%

そ の 他 収 益 2,542 3,400 +857 +33.7%

（ 売 上 高 ） (177,509) (175,400) （△2,109) (△1.2%)

（単位：百万円）

（単位：百万kWh）

■ 収支比較表

■販売電力量

 売上高は、175,400百万円（△2,109百万円）
・ 燃料費調整制度の影響による電灯電力料の減

・ 再エネ買取額の増加による再エネ特措法交付金の増

・ その他収益の増

 営業利益は、5,800百万円（△1,725百万円）

（利益減少要因）

H26H26
（実績）（実績）

H27H27
（今回）（今回）

増減増減 増減率増減率

電 灯 2,917 2,972 +55 +1.9%
電 力 4,614 4,705 +91 +2.0%
合 計 7,531 7,677 +146 +1.9%
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益（ 売 上 高 ） (177,509) (175,400) （△2,109) (△1.2%)

計 178,439 176,100 △2,339 △1.3%

経

常

費

用

人 件 費 16,253 16,700 +446 +2.7%

燃 料 費 57,195 47,400 △9,795 △17.1%

修 繕 費 16,848 16,500 △348 △2.1%

減 価 償 却 費 27,315 26,300 △1,015 △3.7%

他 社 購 入 電 力 料 22,992 25,600 +2,607 +11.3%

支 払 利 息 2,548 2,400 △148 △5.8%

公 租 公 課 7,013 6,900 △113 △1.6%

再エネ特措法納付金 4,833 10,400 +5,566 +115.2%

そ の 他 費 用 17,717 19,900 +2,182 +12.3%

（ 営 業 費 用 ） (169,984) (169,600) (△384) (△0.2%)

計 172,718 172,100 △618 △0.4%

（ 営 業 利 益 ） (7,525) (5,800) (△1,725) (△22.9%)

経 常 利 益 5,720 4,000 △1,720 △30.1%

法 人 税 等 1,759 800 △959 △54.5%

当 期 純 利 益 3,960 3,200 △760 △19.2%

・ 再エネ買取量の増加による他社購入電力料の増

・ その他費用の増

（利益増加要因）

・ 燃料価格の下落等による燃料費の減

・ 減価償却費の減

 経常利益は、4,000百万円（△1,720百万円）

 当期純利益は、3,200百万円（△760百万円）



単体単体 ––諸元の推移・変動影響額の見通し諸元の推移・変動影響額の見通し

主要諸元

H26
（実績）

H27
（7月公表）

H27
（今回見通し）

原油CIF価格 $/bbl 90.4 62.0 57.0

石炭CIF価格 $/t 81.3 69.0 67.0

為替レート 円/$ 109.8 123.0 121.0
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※1  為替、CIF（原油・石炭）の変動影響額は自社分のみ

※2 LNGへの影響分を含む

（単位：億円）変動影響額

H26
（実績）

H27
（7月公表）

H27
（今回見通し）

原油CIF価格 ※1,2 1$/bbl 3.8 4.6 4.4

石炭CIF価格 ※1 1$/t 1.8 2.1 2.1

為替レート ※1 1円/$ 4.8 3.6 3.3

需要 1% 6.3 6.3 6.3

金利 1% 0.4 0.2 0.2



連結連結 ––収支見通し収支見通し 増減要因増減要因

対 7月公表値

 売上高は、184,400百万円（△1,100百万円）
減少要因：電気事業における電灯電力料の減

 経常利益は、5,400百万円（変更なし）

対前年度

（単位：百万円）

H26
（実績）

見通し 増減

H27
(7月公表)

H27
（今回）

対H26
実績

対7月
公表値

売 上 高 185,001 185,500 184,400 △601 △1,100

営 業 利 益 9,479 7,400 7,400 △2,079 －

経 常 利 益 7,638 5,400 5,400 △2,238 －
 売上高は、601百万円減少※
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当 期 純 利 益 4,943 3,900 3,900 △1,043 －
 売上高は、601百万円減少

減少要因：電気事業における電灯電力料の減

増加要因：電気事業における再エネ特措法交付金の増

：連結子会社における外部向け売上高の増

 経常利益は、2,238百万円減少
減少要因：電気事業における他社購入電力料の増

増加要因：電気事業における燃料費の減

対前年度

 「その他」は、電気事業向け工事および外部向け工事の増が

見込まれるものの、連結子会社の営業費用の増が見込まれ

ることから、営業利益は減少する見込み。

電気事業 その他

売 上 高 175,400 42,600

（ 対 前 年 度 増 減 ） （△2,109） （+3,227）

う ち 外 部 向 け 174,100 10,300
（ 対 前 年 度 増 減 ） （△3,243） （+2,642）

営 業 利 益 5,800 1,600
（ 対 前 年 度 増 減 ） （△1,725） （△354）

（単位：百万円）
セグメント別見通し（相殺消去前）

※親会社株主に帰属する当期純利益

※



（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

H26
（実績）

H27
（見通し）

増減
H26
（実績）

H27
（見通し）

増減
H26
（実績）

H27
（見通し）

増減
H26
（実績）

H27
（見通し）

増減

沖縄電力㈱ 177,509 175,400 △2,109 7,525 5,800 △1,725 5,720 4,000 △1,720 3,960 3,200 △760

㈱沖電工 15,844 17,299 +1,454 449 484 +35 507 544 +37 296 353 +57

沖電企業㈱ 4,908 4,598 △309 67 55 △11 111 94 △17 40 13 △26

沖縄プラント工業㈱ 9,013 8,969 △43 256 80 △176 273 94 △179 146 9 △136

会社別会社別収支見通し一覧収支見通し一覧
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そ
の
他

沖縄電機工業㈱ 1,286 1,404 +118 108 120 +11 117 139 +21 74 81 +6

沖電開発㈱ 2,820 3,375 +554 436 540 +103 425 526 +100 256 319 +62

沖電グローバルシステムズ㈱ 1,765 2,295 +529 85 83 △2 92 90 △2 49 60 +11

㈱沖縄エネテック 1,218 966 △252 160 17 △142 161 17 △143 99 10 △88

沖縄新エネ開発㈱ 610 683 +73 67 102 +35 49 87 +37 57 64 +7

㈱沖設備 1,162 1,280 +117 37 15 △21 37 15 △22 19 10 △8

ファーストライディングテクノロジー㈱ 1,326 1,300 △26 289 217 △71 283 209 △74 188 130 △58

㈱プログレッシブエナジー 496 1,708 +1,212 40 1 △38 36 △7 △44 17 △3 △20

消去又は全社（持分法投資損益を含む） △32,962 △34,882 △1,919 △44 △120 △75 △180 △412 △232 △261 △351 △89

連結 185,001 184,400 △601 9,479 7,400 △2,079 7,638 5,400 △2,238 4,943※ 3,900※ △1,043※

※親会社株主に帰属する当期純利益



設備投資額・設備投資額・CF CF ・有利子負債の見通し・有利子負債の見通し
（単位：百万円）

連 結 単 体

H26
（実績）

H27
（見通し）

増 減
H26
（実績）

H27
（見通し）

増 減

設備投資額 24,281 26,100 +1,819 24,569 24,800 +231

C
F

営業活動 28,717 32,100 +3,383 27,793 31,400 +3,607

投資活動 △20,964 △19,200 +1,764 △20,119 △17,800 +2,319

（FCF） (7,753) (12,900) (+5,147) (7,673) (13,600) (+5,927)
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財務活動 △5,039 △15,300 △10,261 △5,010 △15,800 △10,790

有利子負債残高 200,882 188,300 △12,582 199,767 187,200 △12,567

 仕入債務の増減に伴う支出の減少

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 +3,383百万円

以上のとおり、フリー・キャッシュ・フローは、増加する見込み

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 +1,764百万円

 固定資産の取得による支出の減少

 投融資の回収による収入の増加



［参考］［参考］ 財務指標の推移（単体）財務指標の推移（単体）

H22 H23 H24 H25 H26

売上高 百万円 150,896 157,886 158,911 172,059 177,509

営業利益 百万円 12,490 10,844 7,047 6,788 7,525

EBITDA 百万円 33,495 32,912 30,999 35,686 34,840

経常利益 百万円 9,240 8,059 4,309 5,207 5,720

当期純利益 百万円 6,872 5,050 3,098 3,917 3,960

総資産営業利益率 ％ 3.5 2.9 1.8 1.6 1.9

17

総資産営業利益率 ％ 3.5 2.9 1.8 1.6 1.9

総資産当期純利益率 ％ 1.9 1.3 0.8 1.0 1.0

自己資本比率 ％ 31.9 31.9 30.0 31.2 33.4

有利子負債残高 百万円 206,775 217,417 207,201 201,713 199,767

総資産 百万円 368,596 381,787 415,087 408,570 400,934

総資産回転率 倍 0.42 0.42 0.40 0.42 ※ 0.44

自己資本（純資産） 百万円 117,756 121,954 124,469 127,631 133,851

自己資本当期純利益率 ％ 6.0 4.2 2.5 3.1 3.0

売上高営業利益率 ％ 8.3 6.9 4.4 3.9 4.2

売上高当期純利益率 ％ 4.6 3.2 1.9 2.3 2.2

D/Eレシオ 倍 1.76 1.78 1.66 1.58 1.49

※H26の「総資産回転率」については、前期末数値ではなく、改正退職給付会計基準を適用したことによる影響額を反映した期首値にて算定している。



［参考］［参考］ 財務指標の推移（連結）財務指標の推移（連結）

H22 H23 H24 H25 H26

売上高 百万円 158,494 166,075 166,439 179,266 185,001

営業利益 百万円 14,376 12,769 8,969 8,693 9,479

EBITDA 百万円 35,815 35,288 33,218 37,752 36,907

経常利益 百万円 11,042 10,273 6,307 6,936 7,638

当期純利益 百万円 8,047 6,956 4,318 4,731 4,943

総資産営業利益率 ％ 3.8 3.2 2.1 2.0 2.2
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総資産営業利益率 ％ 3.8 3.2 2.1 2.0 2.2

総資産当期純利益率 ％ 2.1 1.8 1.0 1.1 1.2

自己資本比率 ％ 32.6 32.8 31.1 32.7 34.9

有利子負債残高 百万円 208,392 219,776 209,472 202,895 200,882

総資産 百万円 385,159 400,687 435,515 428,333 421,824

総資産回転率 倍 0.42 0.42 0.40 0.42 ※2 0.44

自己資本 ※1 百万円 125,413 131,512 135,281 140,222 147,008

自己資本当期純利益率 ％ 6.6 5.4 3.2 3.4 3.4

売上高営業利益率 ％ 9.1 7.7 5.4 4.8 5.1

売上高当期純利益率 ％ 5.1 4.2 2.6 2.6 2.7

D/Eレシオ 倍 1.66 1.67 1.55 1.45 1.37

※1 連結の「自己資本」については、純資産の金額から少数株主持分の金額を控除した値となっている。
※2 H26の「総資産回転率」については、前期末数値ではなく、改正退職給付会計基準を適用したことによる影響額を反映した期首値にて算定している。



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化する

ことにご留意ください。
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ことにご留意ください。


